
 

参考１８ 

平成１９年４月１０日 

経 済 産 業 省          

 

一時抹消登録車両の現状確認調査について 

 
（お知らせ） 

 

経済産業省は、環境省及び国土交通省と協力し、一時抹消登録されている車

両の流通ルート（保有・解体・輸出・中古新規登録等）の明確化及び同分類の

地域性の分析を通じて、自動車リサイクル法及び道路運送車両法の円滑な施行

を目的とし本調査を行い、一時抹消登録車両の流通ルートが判明いたしました。

 

 

１．調査の対象車両について 

   

○平成１７年３月に一時抹消登録された車両で、かつ、平成１８年３月時

点で一時抹消登録されている車両を調査対象とします。（道路運送車両法

第１８条第１項催告その他措置の対象となる１年以上一時抹消登録の状

態である車両） 

 

   

２．調査の規模について 

 

  ○調査における質問書の送付先は上記対象車両を所有する自動車検査証

上の所有者に対し送付しました。 

   送付先の抽出条件として、対象車両１００台以上の所有者又は各運輸支

局別保有車両数上位５位の所有者としました。送付先の業種としては、新

車販売店、中古車販売店、輸出業者、リース会社、損保会社、オートオー

クション会場、整備業者、解体業者等です。 

   
  ［送付先事業者数］４５３事業者 
  ［調査対象車両数］５６，６５２台 
 
 



３．調査結果について

○調査対象全車両数の５７２，６４１台のうち、自動車リサイクル法によ 
り処理された車両数は３０９，１７０台ありました。それ以外に中古新規 
登録が１，０２７台、輸出本抹消が３４４台ありました。 
よって、一時抹消登録が１年間以上継続している車両は２６２，１００ 

台となり、このうちサンプル抽出した大量保有者及び各運輸支局別保有車

両数上位５者（４５３事業者、５６，６５２台）に対して、質問書を送付

したところ、下記のとおり回答がありました。 
  

【転  売】  ３１千台    【保  有】   ４百台 
 【輸  出】   ９千台    【不  明】   ７千台 
 【中古登録】   ８百台    【盗  難】   ４百台 
 【解  体】   ５百台    【未 回 答】   ８千台 

  
 ○回答結果より推定される、平成１７年３月から一時抹消登録状態が１年

間以上経過している全車両の状況は以下のとおりです。 
  

中古登録,
0.98%

保有, 0.38% 不明, 6.73% 盗難, 0.38%

輸出, 8.94%

解体, 51.18%

 
 
 
 
 
 
 転売, 31.42%

 
 
 
 

○調査結果の詳細は下記自動車リサイクル法 HP に調査報告書を掲載して

います。 
 http://www.meti.go.jp/policy/automobile_recycle/index.html 

 
（本発表資料のお問い合わせ先） 

 製造産業局自動車課 

  担当者：呉村、別府 

  電 話：０３－３５０１－１５１１（内線 ３８３１） 



平成１８年度

高度技術集約型産業等研究開発調査

（自動車無公害化等推進調査：一時抹消登録中車両の状況調査）

平成19年3月30日

経済産業省製造産業局自動車課

委託先 日本アイ・ビー・エム株式会社



2 一時抹消登録車両状況確認調査 | 最終報告書 |  2007/3/30 | 

目次

Ⅰ．調査の背景、目的と方法
調査の背景と目的 …………………………………4 頁
調査方法 …………………………………5 頁
分析対象データ …………………………………6 頁
車両状況追跡調査用データ …………………7 頁
追跡調査の手順 …………………………………8 頁
質問書の内容 …………………………………9 頁
質問書送付先一覧 …………………………………10頁
質問書回収実績 …………………………………11頁

Ⅱ．調査結果
１． 概況

１－１ 平成１７年３月に一時抹消登録された車両 …14頁
１－２ 一時抹消登録状態が続いている車両の

データ分析 …………………15頁
１－３ 追跡調査の結果 …………………16頁
１－４ データ分析・追跡調査の全体フロー …17頁
１－５ 一時抹消登録状態が継続している車両の

現状確認調査結果 …………………18頁
１－６ 経過年数別の車両数分布 …………………19頁
１－７ 追跡調査対象車両の大量保有者 …20頁

２．追跡調査対象車両・保有者に関する分析
２－１ 追跡調査対象車両保有者に関する概況（数表）

…………………22頁
２－２ 追跡調査対象車両に関する概況（数表） …23頁
２－３ 地域別の追跡調査対象保有者数（１００台以上）

…24頁

２－４ 地域別の追跡調査対象保有者数（１００台未満）
…25頁

２－５ 地域別の追跡調査対象保有者数（全体） …26頁
２－６ 地域別の追跡調査対象車両数（１００台以上）

…27頁
２－７ 地域別の追跡調査対象車両数（１００台未満）

…28頁
２－８ 地域別の追跡調査対象車両数（全体） …29頁

３． 質問書回答に関する分析
３－１ 質問書回答の内訳 …………………31頁
３－２ 質問書回答の業種別内訳 …………………32頁
３－３ 実施年別の回答の分布（数表） …33頁
３－４ 実施年別の回答の分布（グラフ） …34頁
３－５ 盗難と推定される車両 …………………35頁

４． 輸出の回答に関する分析
４－１ 輸出に関する回答の業種別内訳 …37頁
４－２ 輸出に関する回答の年月別の分布 …38頁
４－３ 輸出に関する回答の都道府県別分布 …39頁

５． 転売の回答に関する分析
５－１ 転売に関する回答の業種別内訳 …41頁
５－２ 転売に関する回答の年月別の分布 …42頁
５－３ 転売に関する回答の運輸局・支局別分布 …43頁
５－４ 所有権解除に該当するもの …………………44頁



3 一時抹消登録車両状況確認調査 | 最終報告書 |  2007/3/30 | 

Ⅰ．調査の背景、目的と方法
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調査の
目的

使用済自動車移動報告 約 305万台（平成17年度の実績）

自動車リサイクルの平成17年度の実績
（17年4月から18年3月）

国内廃車処理台数 3,048,539台

中古車輸出台数 135万台

平成16年度の保有台数
7,475万台

平成17年度の保有台数
7,560万台

平成17年度の新車販売台数
585万台

＋ －

＝ 中古車輸出 約 135万台（中古車輸出抹消制度による中古車輸出台数の検証）

中古車在庫増 約 10万台

法施行前引取等 約 50万台前後？

平成１７年度に抹消され、再登録

されていない車両の台数

約500万台

自動車流通フローに関する背景�

法施行後に判明したこうしたデータを踏まえると、流通フローとしては下図のようになっていると考えられる

しかしながら、使用済自動車となってから処理までのタイムラグや中古車輸出の詳細等把握できていないものも多く、引き続き、流通
フローの正確な把握に努めていく

国土交通省と連携した一時抹消登録中の自動車の現在状況の調査を実施する

（平成１８年７月１４日 合同審議会資料より）

流通フローの正確な把握のため
一時抹消登録中の車両調査を行う

調査の背景と目的

保有されている自動車の正確な状況の把握、適切なリサイクルの実施のため、一時抹消登録中の自
動車の状況を把握し、使用済み自動車の引取状況について調査を実施する。
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想定される車両状況の分類
解体
継続保有
中古車新規登録
転売
輸出

調査方法

転売

登録
自動車

永久抹消登録
・減失
・解体
・用途廃止

一時抹消登録
・運行停止

中古車として
継続保有

輸出抹消登録
・輸出

解体

中古新規登録

国土交通省(各地の運輸局)において輸出抹消仮登録(一時
抹消登録していない車両)または輸出予定届出証明書(一
時抹消登録している車両)の交付を受け、税関輸出申告時
に提出して確認を受ける

輸出
・輸出

自動車登録情報

登録している自動車が自動車リサイクル法に基づき適正に
解体処理された報告を受けて、15日以内に永久抹消登録

申請

調査の内容
自動車登録情報から一時抹消登録車両を特定
一時抹消登録中の車両のうち、催告の対象と
なる「1年以上一時抹消登録状態が継続してい

る車両」に合致する車両および所有者情報等を
抽出
一時抹消登録されている車両の現状を調査す
るために、保有者に対して質問書を送付する
回答を集計する
集計から導き出される結論をまとめ、調査内容
とともに報告書を作成する

一時抹消登録
車両状況を調査
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分析対象データ

平成１７年３月に一時抹消登録され、平成１８年３月末の時点で一時抹消登録中の車両を対象に調査を実施し
ました。
国土交通省が管理運営する自動車登録情報（MOTAS）から、上記条件に該当する車両を抽出しました。結果、

該当する５７２，６４１台の車両が抽出されました。

一時抹消登録中の車両の大量保有者を中心に追跡調査対象を選択し
453保有者* の計56,652台に対して平成18年4月以降の実態を調査しました

* ディーラーの統合などにより、送付先は447箇所

MOTAS 572,641台

平成18年3月

末の時点で一
時抹消登録中
の車両を抽出

保有者
A

保有者
A

保有者
A

保有者
A

保有者
A

保有者
A

保有者
A

保有者
A

大量保有者を中
心に、調査対象

を決定

756,184台 262,100台

平成17年3月に

一時抹消登録さ
れた車両を抽出

各種データを分類し、
平成18年12月時点

で保有状態と思わ
れる車両を抽出

（詳細は次ページ）

計56,652台
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車両状況追跡調査用データ

MOTASから抽出された572,641台の車両から、自動車リサイクルシステムが保持する引取報告／輸出本抹消／中
古新規登録のデータを確認し、平成18年１１月末時点で登録情報の更新がない車両のリストを作成しました。
これらの車両リストから下記のように各種データを分類し、平成18年１2月時点で保有状態と思われる車両262,100
台を抽出しました。
さらにその中からサンプル抽出した56,652台の車両（453所有者）について車両状況の追跡調査を実施しました。

一時抹消
登録

１．MOTAS

引取報告
あり

引取報告
なし

平成１７年１月１日～３月３１日に一
時抹消登録され、平成１８年３月３１
日時点も一時抹消登録中の車両
（出所：国土交通省）

輸出本抹消

平成１８年１月～１０月までに輸出本
抹消された車両（出所：JARC）

平成１７年３月３１日以降に引取報告
があった車両 および引取報告のな
かった車両のリスト（出所：JARC）

３．輸出本抹消

２．引取報告

A．輸出本抹消済

B．引取報告済

D．上記以外

MOTASデータと輸出本抹消と対応

するもの

MOTASデータと引取報告ありのデータと

対応するもの

MOTASデータと移動報告なしのデータと

対応するもの

・二輪／被牽引車などの追跡対象外車両
・MOTAS⇔JARCデータ間の車台番号での

突合せができなかったもの

C．引取報告未実施

KIF-1901４．中古新規登録情報
平成１８年４月以降、KIF-1901経由
で受信した登録情報（出所：JARC）

C2: 登録情報の更新に該当するもの

C1: 登録情報の更新がないもの

追跡調査対象の車両
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追跡調査の手順

追跡調査は、以下の手順で実施しました。

リストアップされた453保有者について、追跡調査／回答集計に必要な情報を調査
– 業種ごとの傾向を把握するために、保有者の業種を調査
– 質問書を正しく送付するため、現時点の法人名／本社住所・郵便番号／本社電話番号を調査

⇒ 企業の合併等により、送付先を447に特定

保有者からの質問に対応するために、想定問答集を作成するとともに、自動車リサイクル法や道路運送車両法
等の法規に関する知識を研修資料として作成し、追跡調査チームメンバーに研修を実施

経済産業省／環境省内に問い合わせ対応の電話窓口を設置するとともに、IBM内に保有者への架電のための

電話窓口を設置

447の送付先に、質問書一式を送付
– 質問書の内容は、次ページ参照

質問書を送付後、各保有者の本社に架電し、質問書の到着状況を追跡することで、本追跡調査の担当者を特定
– 375の送付先について、担当者までを特定

IBMからの架電の際や経済産業省／環境省窓口への問い合わせの際に、追加情報や電子データの提供依頼が

あった保有者について、追加情報を提供

調査への対応状況の把握と、質問書への回答を催促するために、2度にわたって担当者にコンタクト

回収された回答結果をデータ入力し、集計
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質問書の内容
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質問書送付先一覧

業種別の質問書送付先保有者は以下のとおりでした。

質問書送付対象保有者の業種分布 質問書送付対象車両の業種分布

（IBM調べ）

ディーラー 新車 279 ディーラー 新車 33,071
新車（商用） 9 新車（商用） 859
中古車 27 中古車 4,243
中古車（商用） 4 319 中古車（商用） 141 38,314

輸出 輸出 
金融 リース 6 金融 リース 199

信販 5 信販 1,011
農協 2 13 農協 21 1,231

損保 損保
整備／リサイクル業 解体・破砕業 7 整備／リサイクル業 解体・破砕業 374

整備業 4 11 解体業 336 710
オークション オークション
個人 個人

その他
総計 総計453

12,469

1,191

659
1,034
1,044

56,652

73

車両数業種

5

その他 10
16

業種保有者数

6
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質問書回収実績

453保有者（56,652台）へ質問書を送付し、最終的に384保有者（48,592台） を回収しました。

発送先
保有者数

発送先
保有者数

453453
回収保有者数回収保有者数 384384

未着保有者数※未着保有者数※ 44

未回収保有者数未回収保有者数 6565

調査台数調査台数 56,65256,652
回収台数回収台数 48,59248,592

未着台数※未着台数※ 250250

未回収台数未回収台数 7,8107,810

回収率
約８６％

※ 車検証上の保有者名／住所で郵送し、宛先不明により返送されたもの

回収率
約８５％
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Ⅱ．調査結果
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１． 概況
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１－１ 平成１７年３月に一時抹消登録された車両

平成１７年３月に一時抹消登録された車両は７５６，１８４台（国土交通省調べ・二輪／被牽引を含む）でした。
このうち、平成１８年３月時点で一時抹消登録状態にあった車両は５７２，６４１台であることがわかりました。

平成１７年３月に一時抹消登録された756,184台の内訳は以下のとおりでした。
平成１８年３月末時点で、一時抹消登録状態が続いている車両 572,641 台※
平成１８年３月末時点で、一時抹消登録状態が解除された車両 167,410 台※

※自動車リサイクルシステムのデータとの確認が不可能なデータ（二輪・被
牽引車等）の17年3月以降の一時登録状態については調査外としました。
除外された車両数は以下のとおりです。

上記集計から除外された二輪・被牽引車等の車両 16,133 台

グラフ １） 平成17年3月に一時抹消登録された車両の内訳

572,641台

 
167,410台

16,133台

平成１８年３月末
時点で一時抹消
登録状態が解除

された車両

除外された二輪・被牽引車等の車両

平成１８年３月末時点で一時
抹消登録状態のままの車両
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グラフ ２） 平成１８年３月時点で一時抹消登録状態が続いている車両の内訳

平成１８年３月まで一時抹消登録状態にあった車両５７２，６４１台の車両に対し、平成１８年３月までに自動車リサ
イクル法により解体されたとの報告があった車両は、２９７，５７８台でした。さらに平成１８年１１月末までに、解体
報告のあった車両が１１，５９２台、中古新規登録された車両が１，０２７台、輸出本抹消された車両が３４４台ありま
した。これら以外の平成１８年１１月末時点で
一時抹消登録中の車両２６２，１００台を今回
の追跡調査対象としました。

右以外の車両
（今回の追跡調査対象）

262,100台

引取解体
11,592台

中古新規登録
1,027台

輸出本抹消
344台

グラフ ３） 平成１８年３月時点で一時抹消登録中であり
引取解体されていない車両の内訳

１－２ 一時抹消登録状態が続いている車両のデータ分析

平成１７年３月に一時抹消登録され、平成１８年３月時点まで一時抹消登録中
であった車両572,461台の内訳は下記のとおりとなりました。

平成１８年３月末までに
自動車リサイクル法により解体された車両（引取解体） 297,578 台
上記以外の車両 275,063 台

更に、275,063台のうち、平成１８年１１月までに自動車リサイクル法により
引取解体された車両、中古新規登録された車両、輸出本抹消された車両は
以下のとおりです。

平成１８年４月～１１月の間の27万台の推移：
引取解体
中古新規登録
輸出本抹消
上記以外の車両（今回の追跡調査対象）

11,592 台
1,027 台

344 台
262,100 台

平成１８年３月末
までに自動車リ

サイクル法により
解体された車両

297,578 台

右以外の車両
275,063台
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解体, 538台

保有, 374台不明, 6,649台

未回収
8,060台

中古登録, 810台
輸出, 8,789台

転売, 31,059台

盗難, 373台

回収
48,592台

回収された回答の内訳

回収状況（車両数）

追跡調査対象とした２６２，１００台の車両から、サンプル抽出により５６，６５２台を抽出し、該当保有者に質問書を
送付したところ、全質問書送付対象車両のうち４８，５９２台（８６％）の車両の回答が返送されました。
同車両の回答の内訳は以下のとおりでした。

質問書回答の回収状況は以下のとおりでした

回答が未回収の車両数
回答が回収された車両数 （回収率 86%)

うち、回収された回答の内訳は以下のとおりでした

回答の選択があるもの
----------------------------------

「転売」を選択
「輸出」を選択
「中古登録」を選択
「解体」を選択
「保有」を選択

回答無選択のもの
----------------------------------

「盗難」とコメントを記載※１
上記以外※２

※１ 右グラフの「盗難」に対応
※２ 右グラフの「不明」に対応

１－３ 追跡調査の結果

グラフ ４） 質問書送付車両56,652台の回収状況・回答の内訳

31,059台
8,789台

810台
538台
374台

373台
6,649台

8,060台
48,592台

回
答
無
選

択
の
も
の

回
答
の
選
択
が
あ
る
も
の
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262,100台

１－４ データ分析・追跡調査の全体フロー

756,184台

572,641台

309,170台

1,027台

344台

167,410台

中古新規登録

輸出本抹消 *3

一時抹消登録

297,578台

引取解体の車両

平成１７年３月に一時
抹消登録された車両

一時抹消登録
が継続したもの

平成１８年３月時点
の状況

一時抹消登録の
状態が継続して
いるもの

引取解体*1の車両

一時抹消登
録が解除さ
れたもの

車両状況追跡調査用デー
タ作成により判明した状況
(平成18年11月末時点）

データ分析・追跡調査の全体フローは以下のとおりです。

追跡調査対象として質問
書送付先をサンプル抽出

16,133台 二輪・被牽引車等*4

一時抹消登録が
解除されたもの

56,652台

質問書回答の内訳*2

*1 自動車リサイクルシステムの引取工程での移動報告が

実施された時点を引取解体と定義しています
*2 回答率は約８６%でした
*3 輸出本抹消制度は平成１７年７月から開始
*4 一次抹消登録が継続している二輪・被牽引車等
*５ 自動車リサイクル法施行前の引取等により解体されたもの

転売 31,059台

輸出 8,789台

中古登録 810台

解体*5 538台

保有 374台

不明 6,649台

盗難 373台

未回収 8,060台
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中古登録,
0.98%

保有, 0.38% 不明, 6.73% 盗難, 0.38%

輸出, 8.94%

解体, 51.18%

転売, 31.42%

グラフ ５) 一時抹消登録中車両の内訳の推定

１－５ 一時抹消登録状態が継続している車両の現状確認調査結果

平成１７年３月に一時抹消登録され、平成１８年３月時点まで一時抹消登録状態にある車両５７２，６４１台の
平成１９年１月末時点の状況は、質問書回答の内容から以下のとおりであると推定されます。

数表 １) 推測される構成比

推測される状況 構成比
解体 51.18%
転売 31.42%
輸出 8.94%
中古登録 0.98%
保有 0.38%
不明 6.73%
盗難 0.38%
総計 100.0%
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平成１８年３月時点で一時抹消登録中であった車両５７２，６４１台の経過年数別の車両数の分布状況
は以下のとおりでした。

グラフ ６） 経過年別の車両数分布

※平成１８年３月末時点での初度登録年月からの経過年数を年数として用いています。

・タイトルを修正
・施行前解体を削除
・台数と経過年数をグラフに入れる
・グラフ番号見直し

車両数

経過年数※

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51

解体されている車両(引取解体) 左記以外の車両

１－６ 経過年数別の車両数分布
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その他
1.42%

個人
0.52%

オークション
0.93%

整備／リサイクル業
0.83%

金融
19.81%

損保
2.21%

ディーラー
53.62%

輸出
20.66%

損保
2.67%

整備／リサイクル業
1.33%

オークション
1.33%

個人
0.44%

その他
2.67%

金融
10.22%

輸出
22.22%

ディーラー
59.11%

追跡調査対象２６２，１００台のうち、１００台以上の大量
保有者を調査したところ、２２５保有者、５３，８８１台の車
両が抽出されました。その内訳は以下のとおりでした。

数表 ２） 大量保有者の内訳

グラフ ７） 大量保有者の構成比（保有者数）

グラフ ８） 大量保有者の構成比（車両数）

１－７ 追跡調査対象車両の大量保有者

保有者数 車両数

新車 117 24,442 52.00% 45.36%
新車（商用） 5 774 2.22% 1.44%
中古車 11 3,675 4.89% 6.82%

50 11,133
リース 19 9,678 8.44% 17.96%
信販 4 997 1.78% 1.85%

6 1,191
解体・破砕業 1 226 0.44% 0.42%
整備業 2 221 0.89% 0.41%

3 499
1 279
6 766

225 53,881

構成比
（車両数）

0.93%
0.52%
1.42%

100.0%

53.62%

19.81%

0.83%

20.66%

2.21%

構成比
（保有者数）

10.22%
2.67%

1.33%

その他
総計

59.11%
22.22%

1.33%
0.44%
2.67%

100.0%

損保
整備／リサ
イクル業
オークション
個人

業種

ディーラー

輸出
金融
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２．追跡調査対象車両・保有者に関する分析
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追跡調査対象保有者数の集計
業種（大区分） 業種（小区分）
ディーラー 新車 117 162 279

新車（商用） 5 4 9
中古車 11 16 27
中古車（商用） 0 4 4

金融 リース 0※ 6 6
信販 4 1 5
農協 0 2 2

解体・破砕業 1 6 7
整備業 2 2 4

23

総計
その他

輸出

損保

オークション
個人

6 4
15

0

3

6

1

3 8
2

319

13

11

100台以上 100台未満

50
133

4

186

9

総計

206 247 453

質問書送付区分

73

6

5

10
16

２－１ 追跡調査対象車両保有者に関する概況（数表）

表中の質問書送付区分について：
質問書送付先抽出の条件には、以下の条件を用いて抽出を行いました。
送付区分についてはその際の条件のいずれに該当したかを示しています。
以降の説明において、「100台以上」および「100台未満」の区分は下記の集計区分を表すものとします。

100台以上： 100台以上の追跡調査対象を保有することを条件に抽出された保有者および車両を表します
100台未満： 上記条件に該当しない、保有者のうち運輸局支局単位での保有台数上位5位に該当する保有者および車両

数表 ３） 追跡調査対保有者の内訳

今回の追跡調査の対象保有者（４５３保有者）の内訳は以下のとおりでした。

※１００台以上の一時抹消登録車両を所有するリース業の保有者は別枠での調査を検討したため、
以後掲載する業種別の内訳には含まれていません。
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２－２ 追跡調査対象車両に関する概況（数表）

今回の追跡調査の対象車両（５６，６５２台）の内訳は以下のとおりでした。

数表 ４） 追跡調査対象車両の内訳

追跡調査対象車両数の集計
業種（大区分） 業種（小区分）
ディーラー 新車 24,442 8,629 33,071

新車（商用） 774 85 859
中古車 3,675 568 4,243
中古車（商用） 0 141 141

金融 リース 0 199 199
信販 997 14 1,011
農協 0 21 21

整備／リサイクル業 解体・破砕業 226 232 458
整備業 221 31 252

12,44944,203

総計
質問書送付区分

1,336

0

659
1,034
1,044

56,652

38,314

1,231

710

12,469

1,191

766 278
755
160

11,133

1,191

499
279

その他
総計

100台以上 100台未満

28,891

997

447

9,423

234

263
オークション

損保

輸出

個人
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２－３ 地域別の追跡調査対象保有者数（１００台以上）

質問書送付先として抽出された保有者のうち、 １００台以上の追跡調査対象車両の保有者の地域別構成比は以
下のとおりでした。

数表 ５） １００台以上の条件に該当した追跡調査対象保有者の都道府県別内訳

都道府県 合計
東京都 40 群馬県 3
愛知県 27 広島県 3
大阪府 18 新潟県 3
神奈川県 14 石川県 3
埼玉県 11 栃木県 2
兵庫県 11 福井県 2
千葉県 10 北海道 2
福岡県 10 岡山県 1
富山県 9 佐賀県 1
静岡県 7 山口県 1
岐阜県 6 鹿児島県 1
三重県 6 長野県 1
宮城県 5 島根県 1
茨城県 4 福島県 1
京都府 3 総計 206

追跡調査対象保有者数の集計
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２－４ 地域別の追跡調査対象保有者数（１００台未満）

質問書送付先として抽出された保有者のうち、 １００台未満の追跡調査対象車両の保有者の地域別構成比は以
下のとおりでした。

数表 ６） １００台未満の条件に該当した追跡調査対象保有者の都道府県別内訳

都道府県 合計
北海道 32 和歌山県 5
福島県 9 岡山県 4
埼玉県 8 高知県 4
山形県 8 佐賀県 4
青森県 8 山口県 4
長崎県 8 山梨県 4
長野県 8 滋賀県 4
新潟県 7 鹿児島県 4
香川県 6 秋田県 4
神奈川県 6 大分県 4
鳥取県 6 島根県 4
東京都 6 奈良県 4
徳島県 6 茨城県 3
栃木県 6 京都府 3
福岡県 6 石川県 3
愛媛県 5 千葉県 3
沖縄県 5 福井県 3
岩手県 5 愛知県 2
岐阜県 5 宮城県 2
宮崎県 5 兵庫県 2
熊本県 5 群馬県 1
広島県 5 富山県 1
静岡県 5 総計 247
大阪府 5

追跡調査対象保有者の集計
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２－５ 地域別の追跡調査対象保有者数（全体）

質問書送付先として抽出された保有者全体の地域別構成比は以下のとおりでした。

数表 ７） 追跡調査対象保有者全体の都道府県別内訳

都道府県 合計
東京都 46 三重県 6
北海道 34 石川県 6
愛知県 29 鳥取県 6
大阪府 23 徳島県 6
神奈川県 20 愛媛県 5
埼玉県 19 岡山県 5
福岡県 16 沖縄県 5
千葉県 13 岩手県 5
兵庫県 13 宮崎県 5
静岡県 12 熊本県 5
岐阜県 11 佐賀県 5
新潟県 10 山口県 5
富山県 10 鹿児島県 5
福島県 10 島根県 5
長野県 9 福井県 5
広島県 8 和歌山県 5
山形県 8 群馬県 4
青森県 8 高知県 4
長崎県 8 山梨県 4
栃木県 8 滋賀県 4
茨城県 7 秋田県 4
宮城県 7 大分県 4
京都府 6 奈良県 4
香川県 6 総計 453

追跡調査対象保有者の集計
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２－６ 地域別の追跡調査対象車両数（１００台以上）

１００台以上の追跡調査対象車両保有の条件に該当、質問書送付先として抽出された保有者の車両の地域別構
成比は以下のとおりでした。

都道府県名 合計
東京都 9,667 石川県 417
愛知県 6,353 広島県 402
大阪府 4,006 群馬県 381
神奈川県 3,446 新潟県 348
埼玉県 2,582 北海道 264
兵庫県 2,560 福井県 244
福岡県 2,399 島根県 229
三重県 1,948 栃木県 217
千葉県 2,152 佐賀県 151
岐阜県 1,352 福島県 130
富山県 1,180 山口県 123
静岡県 1,104 長野県 119
京都府 972 岡山県 113
宮城県 690 鹿児島県 104
茨城県 550 総計 44,203

追跡調査対象車両の集計

数表 ８） １００台以上の条件に該当した追跡調査対象車両の都道府県別内訳
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２－７ 地域別の追跡調査対象車両数（１００台未満）

１００台未満の追跡調査対象車両の保有者のうち、支局別の保有台数順位が５位以内の条件に該当し、質問書送
付先として抽出された保有者の車両の地域別構成比は以下のとおりでした。

都道府県名 合計
北海道 986 秋田県 236
山形県 515 石川県 233
福島県 445 大分県 225
東京都 434 愛媛県 219
長野県 428 佐賀県 212
神奈川県 422 山梨県 209
栃木県 418 青森県 199
埼玉県 417 宮城県 190
静岡県 416 長崎県 184
大阪府 412 茨城県 183
宮崎県 347 和歌山県 175
新潟県 339 高知県 174
福岡県 329 香川県 171
山口県 300 鳥取県 167
広島県 299 千葉県 161
鹿児島県 274 島根県 148
熊本県 268 愛知県 140
岩手県 265 岐阜県 108
徳島県 262 兵庫県 90
滋賀県 261 群馬県 82
岡山県 260 富山県 59
奈良県 259 沖縄県 28
京都府 258 総計 12,449
福井県 242

追跡調査対象車両の集計

数表 ９） １００台未満の条件に該当した追跡調査対象車両の都道府県別内訳



29 一時抹消登録車両状況確認調査 | 最終報告書 |  2007/3/30 | 

２－８ 地域別の追跡調査対象車両数（全体）

質問書送付先として抽出された車両全体の地域別構成比は以下のとおりでした。

数表 １０） 追跡調査対象車両全体の都道府県別内訳

都道府県名 合計
東京都 10,101 群馬県 463
愛知県 6,493 山口県 423
大阪府 4,418 鹿児島県 378
神奈川県 3,868 島根県 377
埼玉県 2,999 岡山県 373
福岡県 2,728 佐賀県 363
兵庫県 2,650 宮崎県 347
千葉県 2,313 熊本県 268
三重県 1,948 岩手県 265
静岡県 1,520 徳島県 262
岐阜県 1,460 滋賀県 261
北海道 1,250 奈良県 259
富山県 1,239 秋田県 236
京都府 1,230 大分県 225
宮城県 880 愛媛県 219
茨城県 733 山梨県 209
広島県 701 青森県 199
新潟県 687 長崎県 184
石川県 650 和歌山県 175
栃木県 635 高知県 174
福島県 575 香川県 171
長野県 547 鳥取県 167
山形県 515 沖縄県 28
福井県 486 総計 56,652

追跡調査対象車両の集計
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３． 質問書回答に関する分析
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３－１ 質問書回答の内訳

回答の分類は以下のとおりです：

「転売」 ← 質問書回答「転売」を選択
「輸出」 ← 質問書回答「輸出」を選択
「中古登録」 ← 質問書回答「中古登録」を選択
「解体」 ← 質問書回答「解体」を選択
「保有」 ← 質問書回答「保有」を選択
「不明」 ← 質問書返送あり、回答無選択

（コメント欄に「盗難」と記載のものは除く）
「盗難」 ← 質問書返送あり、回答無選択

（「不明」のうちコメント欄に「盗難」と記載のもの）

数表 １１) 回答の分布状況

グラフ ９） 回答の分布状況

抽出された質問書対象車両（５６，６５２台）の未回収を除いた回答の分布は以下のとおりです。

回答の返送があった車両 ４８，５９２台（約８６％）
回答の返送がなかった車両 （未回収） ８，０６０台（約１４％）

回答 車両数 構成比
転売 31,059 63.92%
輸出 8,789 18.09%
中古登録 810 1.67%
解体 538 1.11%
保有 374 0.77%
不明 6,649 13.68%
盗難 373 0.77%
総計 48,592 100.0%

保有
374台 , 0.77%

解体
538台 , 1.11%

不明
6,649台
,13.68%

盗難
373台 , 0.77%

中古登録
810台 , 1.67%

輸出,
8,789台 ,
18.09%

転売,
31,059 台,

63.92%
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３－２ 質問書回答の業種別内訳

業種別の質問書回答の分布は以下のとおりです。

数表 １２) 業種別の回答の分布状況

車両数の集計 質問書回答
業種(大区分） 業種(小区分） 転売 輸出 中古登録 解体 保有 不明 盗難 未回収 総計
ディーラー 新車 25,053 75 790 400 179 4,531 8 2,035 33,071

新車（商用） 692 4 5 3 20 135 0 0 859
中古車 1,758 58 2 13 60 55 1 2,296 4,243
中古車（商用） 70 0 6 4 54 7 0 0 141

輸出 1,294 8,084 1 58 9 749 1 2,273 12,469
金融 リース 197 0 1 1 0 0 0 0 199

信販 529 0 0 0 0 482 0 0 1,011
農協 12 1 1 3 4 0 0 0 21

損保 21 101 0 0 0 345 362 362 1,191
整備／リサイクル業 解体・破砕業 120 11 3 53 41 4 0 226 458

整備業 219 5 0 2 0 0 26 252
オークション 654 0 0 0 1 3 1 0 659
個人 285 450 1 1 4 22 0 271 1,034

155 0 0 2 0 316 0 571 1,044
総計 31,059 8,789 810 538 374 6,649 373 8,060 56,652
その他
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３－３ 実施年別の回答の分布（数表）

質問書回答の実施年別の回答の分布は以下のとおりでした。
集計は実施年が記載された質問書回答のみを対象としています。

実施年 転売 輸出 中古登録 解体 総計
1988 3 0 0 0 3
1989 2 0 0 0 2
1990 6 0 0 0 6
1991 0 0 0 1 1
1992 5 0 0 0 5
1994 10 0 0 0 10
1995 7 0 0 1 8
1996 36 0 0 0 36
1997 12 0 0 0 12
1998 30 0 0 0 30
1999 20 0 0 0 20
2000 43 0 4 0 47
2001 32 0 3 1 36
2002 36 0 6 0 42
2003 51 1 7 4 63
2004 207 41 13 166 427
2005 29,896 8,207 722 332 39,157
2006 314 301 50 21 686
2007 7 3 2 1 13

総計 30,717 8,553 807 527 40,604

数表 １３） 回答の年月日別の分布
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３－４ 実施年別の回答の分布（グラフ）
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グラフ １０） 回答の年月別の分布
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３－５ 盗難と推定される車両

質問書コメント欄に「盗難」の単語が含まれるものを条件に、盗難車両と推定される回答を集計し、
３７３件の車両が該当しました。回答無選択の回答から約５％が「盗難」として抽出されました。

数表 １4） 回答無選択の内訳

コメント欄の内容 車両数
不明 6,649
盗難 373
総計 7,022

盗難
373台,5%

不明
6,649台, 95%

グラフ １１） 回答無選択の内訳
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４． 輸出の回答に関する分析
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４－１ 輸出に関する回答の業種別内訳

質問書回答「輸出」の業種別内訳は以下のとおりでした。

数表 １５） 「輸出」回答の業種別内訳

業種(大区分） 業種（小区分）
ディーラー 新車 75 0.85%

新車（商用） 4 0.05%
中古車 58 0.66%

輸出
金融 農協
損保
整備／リサイクル業 解体・破砕業 11 0.13%

整備業 5 0.06%
個人
総計

車両数 構成比

91.98%

450

1.15%
0.01%

8,789 100.0%
5.12%

137

16

1.56%

0.18%

8,084
1

101
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４－２ 輸出に関する回答の年月別の分布

※実施月の「未記入」は質問書解答欄に実施月のみ記入されていなかったものが該当します
※実施年の「未記入」は質問書解答欄に実施年が記入されていなかったものが該当します

質問書回答「輸出」の実施時期（質問書回答に記載の年・月）別の集計結果は以下のとおりでした。

数表 １６） 「輸出」回答の回答時期内訳

実施年 実施月 合計
2003 9 1 2006 1 1
2004 3 2 2 1

4 1 3 61
10 2 4 17
12 1 6 1

未記入 35 8 1
2005 1 3 9 3

2 237 10 2
3 4,148 12 3
4 2,808 未記入 211
5 755 2007 1 1
6 188 2 1
7 55 5 1
8 1 未記入 236
9 5 総計 8,789

10 2
11 3
12 1

未記入 1
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４－３ 輸出に関する回答の都道府県別分布

質問書回答「輸出」の保有者の所在地（都道府県）別の集計結果は以下のとおりでした。

数表 １７） 「輸出」回答の都道府県別分布

都道府県 合計
北海道 273 愛知県 767
青森県 2 三重県 1,076
岩手県 9 京都府 184
宮城県 81 大阪府 725
山形県 1 兵庫県 605
福島県 54 和歌山県 29
群馬県 79 鳥取県 23
埼玉県 706 島根県 221
千葉県 365 岡山県 4
東京都 1,674 広島県 123
神奈川県 877 福岡県 54
新潟県 120 宮崎県 3
富山県 663 鹿児島県 1
山梨県 49 沖縄県 5
長野県 15 総計 8,789
岐阜県 1
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５． 転売の回答に関する分析
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５－１ 転売に関する回答の業種別内訳

※ コメント欄に転売先としてオークション会場名が記載されていたものを集計しています。

「転売」と回答された車両の保有者の業種別の構成は以下の数表の
とおりでした。また、転売された車両の業種別の構成比、オークショ
ンに転売された車両の業種別構成比は右のグラフのとおりでした。

数表 １８） 「転売」回答の業種別内訳

輸出
3.59%

金融
1.09%

損保
0.01%

個人
0.64%

その他
0.42%

オークショ
ン 1.30%

整備／リ
サイクル業

0.14%

ディーラー
92.81%

グラフ １３） オークションへの転売の業種別内訳

ディーラー
88.78%

その他
0.50%

個人
0.92%

整備／リ
サイクル業

1.09%

オークショ
ン 2.11%

損保
0.07%

輸出
4.17%

金融
2.38%

業種(大区分） 業種（小区分）

ディーラー 新車 25,053 9,122 36.41%
新車（商用） 692 26 3.76%
中古車 1,758 557 31.68%
中古車（商用） 70 3 4.29%

輸出
金融 リース 197 112 56.85%

信販 529 1 0.19%
農協 12 1 8.33%

損保 1 4.76%
整備／リサイクル業 解体・破砕業 120 10 8.33%

整備業 219 5 2.28%
オークション
個人
その他
総計

オークションへ
の転売率

20.80%
23.51%
28.39%
33.68%

35.21%

15.45%

4.42%

28.98%

285
155

10,46031,059

339

1,294

21

654
15

136
67
44

27,573

738

合計

9,708
375

114

うちオークショ
ンに転売※

グラフ １２） 転売回答の業種別内訳
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５－２ 転売に関する回答の年月別の分布

質問書回答「転売」の実施時期（質問書回答に記載の年・月）別の集計結果は以下のとおりでした。

数表 １９） 「転売」回答の実施時期別分布

実施年 実施月 合計 うちオークションに転売
1988 3 2005 1 139 6
1989 2 2 1,517 103
1990 6 1 3 20,629 6,564
1992 5 1 4 5,868 2,778
1994 10 5 935 505
1995 7 6 401 221
1996 36 2 7 92 51
1997 12 8 60 31
1998 30 1 9 66 33
1999 20 10 42 16
2000 43 6 11 30 10
2001 32 12 21 11
2002 36 6 未記入 96 48
2003 51 1 2006 1 15 5
2004 207 7 2 21 4

3 39 11
4 37 7
5 36 4
6 33 5
7 40 4
8 21 2
9 22 1

10 16 1
11 21 2
12 13 2

2007 1 5
2 1
3 1

未記入 342 10
総計 31,059 10,460
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５－３ 転売に関する回答の運輸局・支局別分布

質問書回答「転売」の運輸局・支局別の分布は以下のとおりでした。

運輸局 支局 合計
うちオーク
ションに該
当

北海道運輸局 札幌運輸支局① 238 25 中部運輸局 愛知運輸支局 2,162 615
旭川運輸支局 135 45 岐阜運輸支局 1,128 775
室蘭運輸支局 98 6 西三河自動車検査登録事務所 640 26
函館運輸支局 83 45 小牧自動車検査登録事務所 557 187
帯広運輸支局 79 3 静岡運輸支局 398 284
釧路運輸支局 70 23 三重運輸支局 296 11
北見運輸支局 40 11 福井運輸支局 289 104

東北運輸局 福島運輸支局 354 120 豊橋自動車検査登録事務所 287 82
宮城運輸支局 353 113 浜松自動車検査登録事務所 281 181
秋田運輸支局 225 27 沼津自動車検査登録事務所 243 37
岩手運輸支局 212 39 飛騨自動車検査登録事務所 81 5
山形運輸支局 198 70 近畿運輸局 なにわ自動車検査登録事務所 1,477 440
庄内自動車検査登録事務所 129 6 神戸運輸監理部・兵庫陸運部 1,189 695
青森運輸支局 92 32 大阪運輸支局 578 82
八戸自動車検査登録事務所 56 20 京都運輸支局 392 223
いわき自動車検査登録事務所 52 25 姫路自動車検査登録事務所 320 148

関東運輸局 東京運輸支局 1,571 413 滋賀運輸支局 284 149
埼玉運輸支局 1,350 590 和泉自動車検査登録事務所 269 165
神奈川運輸支局 1,258 163 奈良運輸支局 264 135
練馬自動車検査登録事務所 994 352 和歌山運輸支局 118 66
千葉運輸支局 683 250 中国運輸局 山口運輸支局 418 197
多摩自動車検査登録事務所 628 152 広島運輸支局 367 37
群馬運輸支局 488 166 岡山運輸支局 304 160
茨城運輸支局 463 113 島根運輸支局 161 120
湘南自動車検査登録事務所 400 31 鳥取運輸支局 114 29
足立自動車検査登録事務所 397 190 福山自動車検査登録事務所 112 30
習志野自動車検査登録事務所 354 46 四国運輸局 徳島運輸支局 142 22
野田自動車検査登録事務所 345 90 香川運輸支局 112 43
八王子自動車検査登録事務所 308 105 高知運輸支局 85 23
栃木運輸支局 269 183 愛媛運輸支局 64 13
所沢自動車検査登録事務所 262 70 九州運輸局 福岡運輸支局 1,091 379
佐野自動車検査登録事務所 247 100 北九州自動車検査登録事務所 262 80
熊谷自動車検査登録事務所 236 82 大分運輸支局 213 156
袖ヶ浦検査登録事務所 219 25 鹿児島運輸支局 186 35
春日部自動車検査登録事務所 210 104 久留米自動車検査登録事務所 179 75
相模自動車検査登録事務所 178 11 佐賀運輸支局 179 101
山梨運輸支局 166 51 熊本運輸支局 178 128
土浦自動車検査登録事務所 126 33 宮崎運輸支局 161 52
川崎自動車検査登録事務所 112 20 長崎運輸支局 129 45

北陸信越運輸局 石川運輸支局 552 149 佐世保自動車検査登録事務所 54 15
新潟運輸支局 308 85 筑豊自動車検査登録事務所 31 21
富山運輸支局 230 2 沖縄 沖縄陸運事務所 19 2
松本自動車検査登録事務所 202 35 総計 31,059 10,460
長野運輸支局 171 44
長岡自動車検査登録事務所 104 22 数表 ２０） 「転売」回答の運輸局・支局別分布
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５－４ 所有権解除に該当するもの

今回の調査では質問書の送付先にディーラーが多く含まれていたため、転売の中には「所有権解除」に該当す
るものも見られました。

【所有権解除とは】
割賦販売（ローン）で車を購入する場合、債権確保のため販売店を所有者とし、購入者が使用者という形
で車が登録されるのが通例です。その後、ローンの支払いが終わった際に、購入者＝所有者とする手続
きをすることを「所有権解除」（移転登録）といいます。

質問書回答のコメント欄を調査し、前記の所有権解除に該当する回答として集計したところ、所有権解除と判
断できる回答は１，４０８件でした。これは「転売」の回答の約５％に相当します。

数表 ２１） 「転売」回答のコメント分類

コメント欄の内容 車両数
所有権解除と判断できるもの 1,408
上記以外 29,651
総計 31,059
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